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平成 24 年 7 月 13 日 
各  位 

 
会 社 名  前 澤 工 業 株 式 会 社 
代 表 者 名  代表取締役社長 松原 正 
コード番号   ６ ４８９  東証第一 部 
問 合 せ 先  広報・ＩＲ部長 春田満雄 

０４８－２５１－５５１１ 
 
 
 

中期 3 ヵ年経営計画（平成 24 年度～平成 26 年度）について 
 
 

  当社は、平成 24 年度（平成 25 年 5 月期）を初年度とする中期 3 ヵ年経営計画（平成 24
年度～平成 26 年度）を策定いたしましたのでお知らせいたします。 

 
 

 当社は「水とともに躍進し 人間らしさをもとめ 社会に貢献できる魅力ある企業」をめざ

して事業を展開しております。前中期 3 ヵ年経営計画（平成 21 年度～平成 23 年度）におい

て、赤字からの脱却を大命題とし「低原価体質の確立と成長への基盤づくり」を掲げ、営業・

生産が一体となりコストダウンと効率化に努めました。その結果、一定の成果を上げること

ができ 3 期連続の黒字を達成しましたが、売上高目標等の達成度合いや黒字を継続できる強

固な体質の確立においては課題を残しております。 
上下水道事業においては財政再建や予算の縮減に伴う価格競争が激化し、厳しい事業環境

が続いておりますが、将来に向けては管路、施設などの更新や民間委託、災害に強いライフ

ライン構築など、新たなニーズも高まっております。 
 また、地球温暖化や資源の枯渇、産業活動の活発化による世界的な水不足、水質汚染、廃

棄物の発生など環境問題は深刻さを増しており、当社が培った技術等を活かし社会へ貢献で

きる機会も増加していくと思われます。 
このような環境の下、新中期 3 ヵ年経営計画では、水関連企業として、更に環境関連企業

として国内外に貢献し、持続的な発展ができる企業づくりをめざしてまいります。 
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【新中期 3 ヵ年経営計画（平成 24 年度～平成 26 年度）の概要】 
 
 １．基 本 方 針 

前中期 3 ヵ年経営計画における成果をベースに、成長企業への転換を図るための「事業

の拡大」を強力に推進する。また、より強固な低原価体質を確立し競争力を強化するため

の「コストパフォーマンスの追求」を推進する。 
これら 2 つの柱により持続的な発展へ向けた、前澤の飛躍への第一歩とする。 

 
２．ス ロ ー ガ ン  「飛躍への挑戦」 

 
３．売上・収益目標（連結） 

単位：百万円 
 平成 23 年度・実績 平成 26 年度・目標 

売 上 高 26,141 29,500 
営業利益 

（利益率） 
646 

（2.5％） 
1,330 

（4.5%） 
 

４．重 点 施 策 
（１）事業の拡大 

①既存分野における受注の拡大 
既存分野（環境・バルブ・メンテナンス事業）においてユーザーニーズを的確に

捉え、最適な市場戦略・製品戦略により、当社技術・製品の付加価値を高めるビジ

ネスモデルを追求するほか、企業集団の連携を強化することにより販売力を強化し、

受注の拡大を実現する。  
②成長分野での事業の確立 

    資源循環事業・海外事業など成長が見込まれる分野に必要な経営資源を配分し、

ソリューションビジネスの早期確立をめざす。 
③技術開発力の強化 

既存分野と成長分野における事業の推進を強固なものとするため、各部門との連

携をより強化した戦略的な開発体制を確立し、「省エネ・新エネ」「耐震」「除染」な

どの分野を対象にした技術・製品開発を推進する。 
（２）コストパフォーマンスの追求  

①トータルコストダウンの更なる追求（環境事業） 
設計・調達・施工部門の連携による受注物件の工程、利益管理の強化と、ＶＥに

よる自社主力製品のコストダウンを推進し、更なる低原価体質の実現を図る。 
  ②生産効率の大幅な向上（バルブ事業） 

製品統廃合による部品の共通化、標準化を更に進めるとともに、新生産管理シス

テムを活用したより綿密で柔軟な計画生産を実現することで、生産効率の大幅な向

上をめざす。 
  ③業務の効率化 

新情報システムの有効活用による現場から経営に至るまでの情報一元化で、重複

業務の排除と業務スピードの向上を図る。更に業務プロセス改革を推進し、業務の

効率化を図る。 
 

以 上 


